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第１ 苦情申立人及び関係調達機関の求める判断 

 １ 苦情申立人 

   関係調達機関が行った本件「静止地球環境観測衛星の運用等

事業（以下「本事業」という。）」の調達（以下「本件調達」と

いう。）に係る入札手続について，入札条件を変えずに再度入札

を行うよう求める旨の是正案を，関係調達機関に提案されるよ

う求める。 

 

 ２ 関係調達機関 

   苦情申立人の苦情申立て（以下「本件申立て」という。）の却

下を求める。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 関係調達機関は，平成２６年度に静止気象衛星「ひまわり８

号」を,平成２８年度に同「ひまわり９号」をそれぞれ打ち上

げることを予定しているが，この衛星の製造と一体をなす地上

における施設・設備の整備や衛星の運用業務について調達を実

施することとした。なお，本事業は，民間資金等の活用による

公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年７月３０

日法律第１１７号）第６条に基づき選定された事業（以下「Ｐ

ＦＩ事業」という。）である。 

２ 関係調達機関は，平成２２年１月２９日，本事業の入札公告

を行い，本事業に係る入札説明書（以下「本件入札説明書」と

いう。）を公表した。 

  本件入札説明書のうち，本件申立てに関係する主な部分は以

下のとおりである。 
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４．競争参加資格 

（１）基本的要件 

④ 代表企業,構成員又は協力会社の変更は原則として

認めない。ただし，第二次審査資料の提出期限の日から落札

者の決定の時までの間を除き，代表企業，構成員又は協力会

社を変更せざるを得ない事情が生じた場合は，国と協議する

ものとし，国がその事情を検討のうえ，認めた場合はこの限

りではない。 

（２）代表企業、構成員又は協力会社に共通の参加資格要件 

代表企業，構成員又は協力会社は，以下の要件を満たすこと。

③ 第一次審査資料の提出期限の日から開札の時までの期間

に，気象庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でな

いこと。 

１５．入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とし，無効の入札を行った

者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

（１）入札公告に示した競争参加資格のない者のした入札 

なお，支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認

された者であっても，入札書提出後開札の時までに，４.に掲げ

る資格を失った者，又は，開札の時において４.に掲げる資格の

ない者は，競争参加資格のない者に該当する。 

 

３ 平成２２年３月１日，苦情申立人は，株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ（以下「ＮＴＴデータ」という。）等を構成員とす

るグループとして，関係調達機関に対し，第一次審査資料を提

出した。 
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 ４ 平成２２年５月１０日，苦情申立人を代表企業とするグルー

プは，関係調達機関に対し，入札書及び第二次審査資料を提出

した。 

５ 平成２２年６月２２日，ＮＴＴデータの社員が特許庁職員に

対する贈賄容疑で逮捕された。 

６ 関係調達機関は，平成２２年７月６日，「気象庁所掌の工事請

負契約に係る指名停止等の措置要領」（以下「指名停止措置要領」

という。）に基づき，ＮＴＴデータに対して指名停止措置（１ヶ

月間）を行った。 

７ 上記措置の適用を受け，平成２２年７月６日，関係調達機関

は，グループ構成員である苦情申立人に対して，入札参加資格

喪失を通知した。 

８ 平成２２年７月８日，関係調達機関は開札を行い，参加者を

落札者とした。 

９ 平成２２年７月１４日，逮捕されたＮＴＴデータの従業員が

東京地方検察庁により起訴された。 

１０ 平成２２年７月１６日，苦情申立人は，政府調達苦情検討

委員会（以下「委員会」という。）に対して本件申立てを行った。 

 

第３ 争点及び争点に係る主張 

本件申立ての争点は，大別すると，苦情申立人の主張する本件

固有の特殊事情（①苦情申立人は単独での参加資格を失ったわけ

ではないこと，②グループとしての参加資格喪失は，他の構成員

に係る苦情申立人とは無関係な不祥事及び軽微な指名停止処分を

原因とするものであったこと，③苦情申立人は，本事業分野にお

ける国内最大手であり，単独で十分な競争力を有しており，かつ，

単独で参加する意思も表示していたこと，④本事業は，長期にわ
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たり，かつ，とりわけ公益性の高い事業であること，⑤入札者が

二者のみであったこと等）の下で， 

１ 一者入札のまま落札を決定したことについて 

２ 複数者による入札を条件としなかったことについて 

３ 構成員の指名停止による応募グループの入札参加資格喪失に

ついて 

４ 構成員の変更を原則認めないという本件入札説明書の参加資

格要件について 

５ 構成員の変更等，個別的事情を考慮した運用がなされなかっ

たことについて 

であり，これらの争点に関する苦情申立人及び関係調達機関の主

張は，以下のとおりである。 

 

 １ 一者入札のまま落札を決定したことについて 

（１）苦情申立人の主張 

ア 苦情申立人単体としては，参加の意思及び資格を失った

わけではないにもかかわらず，入札手続上，単独又は構成

員を変更して入札する機会が与えられなかった。このよう

な事情からすれば，ＮＴＴデータを除く苦情申立人グルー

プは実質的に参加資格を失っておらず，実質的に参加の意

思を表明している者が二者以上あったのであり，唯一の入

札参加者の落札を認めるべきではない。 

イ 「政府調達に関する協定」（以下「協定」という。）第７

条第３項（ａ）は，事業に関心を有し，軽微かつ合理的な

対応により参加資格を維持できる者を排除せずに入札を実

施すべきという趣旨であり，同規定に違反する。 

（２）関係調達機関の主張 
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ア 構成員の変更等により第二次審査資料の変更を許容し，

苦情申立人グループの入札を認めることは，公告及び本件

入札説明書の規定に反するため，苦情申立人は，構成員の

変更等により入札機会を与えられるべきではない。また，

構成員の変更等により苦情申立人の入札を認めることは，

他の入札者との公平性を著しく害することとなるとともに，

予算決算及び会計令（昭和２２年４月３０日勅令第１６５

号。以下「予決令」という。）第７６条の趣旨及び協定第１

３条第４項（ａ）に反する。したがって，苦情申立人が競

争参加資格を実質的に有していたということはできない。 

イ 協定第７条第３項（ａ）は，関心を有するすべての供給

者に入札の機会を与える手続を公開入札と定義する趣旨で

ある。 

 

 ２ 複数者による入札を条件としなかったことについて 

（１）苦情申立人の主張 

ア 本件調達は公益性が極めて高く，国民の利益を十分に配

慮するため，通常以上に十分な競争性を確保する手続によ

って契約者を決することが要求されており，二者以上の入

札者の確保が落札条件とされていなかったことは，協定第

７条第３項（ａ）に違反している。 

イ 二者以上の入札者の確保が落札条件とされていなかった

こと及びそうした運用がなされなかったことは，協定第１

６条第１項のいう「調達の効果を減殺するような措置」に

当たり，同項に違反している。 

なお，後述の関係調達機関の主張２（２）エに対しては，次の

とおり主張した。苦情申立人は，同条項の注が内外無差別的な限
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定を付していることは認識しているが，本調達機関が十分な競争

性を確保しなかったことは，本件固有の特殊事情を考慮すると同

条項の趣旨に反すると考える。 

（２）関係調達機関の主張 

ア 協定第７条第３項（ａ）は，およそ関心を有するすべて

の供給者に入札の機会を与える趣旨の規定にすぎず，資格

審査により競争参加資格のない者を排除した結果，入札者

が一者となることを否定する趣旨ではない。結果として，

一者入札となったとしても，他の者に対して競争の機会は

付与されており，一者入札を排除する必要はない。 

イ 本件入札においては，入札に参加を希望するグループが

競争相手の存在を知り得ない状況を保って手続を進めてお

り，競争性は確保されていた。 

ウ 国の一般競争入札において，二者以上の入札の確保を落

札の条件としている例はない。 

エ 協定第１６条第１項の注によれば，｢政府調達における

調達の効果を減殺する措置とは，国内産品若しくは国内の

サービスを組み入れること，技術の使用を許諾すること，

投資を行うこと，見返り貿易を行うこと，又はこれらと同

様のことを要求することにより，国内の開発の奨励又は国

際収支の改善のために利用する措置をいう｡｣とされてお

り，同条の趣旨は，内外無差別待遇を確保する点にある｡ 

 

 ３ 構成員の指名停止による応募グループの入札参加資格喪失に

ついて 

（１）苦情申立人の主張 

ア 一部の構成員の指名停止により応募グループ全体の参加
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資格を喪失させる本件入札説明書の規定は，入札参加資格

を必要以上に限定するものであり，協定第８条（ｂ）及び

「日本の公共部門における電気通信機器及びサービスの調

達に関する措置について」（以下「調達措置」という。）Ⅲ.

２.４（２）に違反している。加えて，調達措置Ⅲ.２.４

（５）に違反している。 

 なお，後述の関係調達機関の主張３（２）ア及び主張４（２）

アに対しては，次のとおり主張した。協定第８条（ｂ）は，入

札に広く参加を認めるべきとの趣旨を含むものであり，内外無

差別待遇に反するおそれのない参加資格要件については適用さ

れないとの解釈はできない。また，関係調達機関のいう「参加

資格要件」と「一般競争参加者の参加資格」（資格審査）とは，

協定上必ずしも明確な区別はなく，実務上も区別する実益はな

い。また，協定第８条（ｂ）は，「入札の手続への参加のための

いかなる条件」という広い文言を使用しており，かつ，第二文

では「供給者に要求される参加のための条件･･･及び資格の審査

は」と受けているので，「一般競争参加者の参加資格」（資格審

査）に適用が限定されていないと解釈できる。以上のことは，

調達措置Ⅲ.２.４.（２）及び（５）についても同様である。 

イ 本事業のような長期の事業の場合に，偶然開札直前にグ

ループの一つの構成員企業の不祥事が生じ，ごく短期の指

名停止を受けたことをもって，グループの他の参加企業，

特に不祥事に無関係な有力企業の事業参加の機会を失わせ

しめることは，公益的に考えても合理的なルール（又はそ

の運用）とはいえない。構成員の一にでも指名停止があっ

た場合には参加資格要件を一律に失うと定めていることは，

極めて不当である。 
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（２）関係調達機関の主張 

ア そもそも指名停止措置を受けている期間中の者でないこ

とという参加資格要件は，予決令の範囲内で参加資格を一

律に制限するものであり，内外無差別待遇を定めた協定の

趣旨に反するおそれがないことから，協定第８条（ｂ）及

び調達措置Ⅲ.２.４（２）が適用される余地がない。 

さらに，協定第８条（ｂ）並びに調達措置Ⅲ.２.４（２）

及び（５）は，「参加資格要件」に係るものでなく，予決令

第７２条に基づく「一般競争参加者の資格審査」に係るも

のであり，これらの規定が適用される余地はない。 

イ 本件入札説明書において指名停止措置を受けた者を含む

グループの入札参加資格を喪失させることとしていること

は，｢供給者が当該入札に係る契約を履行する能力を有して

いることを確保する上で不可欠なもの｣であり，協定第８条

（ｂ）に違反しない。 

ウ 贈賄等の反社会的行為により指名停止措置を受けた者を

含むグループを排除する参加資格要件を設定することは，

公共調達における入札の適正さを確保する観点から，必要

不可欠である。 

エ 協定第８条（ｈ）は，「（ａ）から（ｇ）までの規定は，

倒産，虚偽の申告等を理由として供給者を排除することを

妨げるものではない」と規定しており，同規定からも入札

手続の公正性を担保するために必要な参加資格要件を設け

ることが許容されていると解される｡ 

オ ＰＦＩ事業においては，コンソーシアムの構成員は，施

設整備業務，維持管理業務及び運用業務等においてそれぞ

れ役割分担をしており，ある構成員が指名停止措置を受け
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たのみであっても，全体として契約を履行する能力を疑わ

れる。 

カ このような規定は，他のＰＦＩ事業においても一般的な

ものである。 

キ いかなる参加資格要件を課すかについては，協定等に反

しない限り，基本的には関係調達機関の裁量にゆだねられ

ており，第一次審査資料の提出期限の日から開札までの落

札者選定期間において，公共調達における入札の適正さを

確保する観点から，指名停止措置を受けた者を含むグルー

プを排除する参加資格要件を設定することは，関係調達機

関の裁量の範囲内である。 

 

４ 構成員の変更を原則認めないという本件入札説明書の参加資

格要件について 

（１）苦情申立人の主張 

ア 構成員の変更を原則認めないという参加資格要件は，参

加資格を必要以上に限定するものであり，協定第８条（ｂ）

及び調達措置Ⅲ.２.４（２）並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）

に違反している。 

イ 本件入札説明書の規定を形式的に適用すれば，第二次審

査資料提出後開札までの期間に構成員等が指名停止措置を

受けた場合，応募グループは，当該構成員等の変更も不可

能であるため，代替手段を採る余地も，個別事情を考慮さ

れる余地もないまま，自動的に参加資格を失うことになる。 

しかし，第二次審査資料提出後も構成員等の交代の余地

を認めることは十分可能であり，指名停止となった構成員

以外のグループ構成員の利益，国民の利益や入札手続によ
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る政府調達の無差別，透明性，開放性，競争性及び公正さ

の向上を図る観点からも，これを一切否定する理由はない。

特に，本事業のような長期の事業の場合に，不祥事に無関

係な有力企業の事業参加の機会を失わせしめることは，公

益的に考えても合理的なルール（又は運用）といえない。 

（２）関係調達機関の主張 

ア 構成員の変更を認めないとする本件入札説明書の規定は

資格審査において検討される競争参加資格を定めた規定で

はなく，協定第８条（ｂ）並びに調達措置Ⅲ.２.４（２）

及び（５）が適用される余地がない。 

イ 第二次審査資料に記載されたコンソーシアム全体として

の業務遂行能力を判断して総合評価が行われることから，

本件入札説明書の規定は，｢供給者が当該入札に係る契約を

履行する能力を有していることを確保する上で不可欠なも

の｣である｡ 

ウ 構成員の変更等，柔軟な運用を行った場合，入札書及び

第二次審査資料の提出期限後に事後的な第二次審査資料の

変更が自由に認められることとなり，他の入札参加者への

公平性を著しく欠くことになるなど，公益的観点から著し

く均衡を欠くこととなるとともに，変更のたびに審査のや

り直しが必要となる等，入札手続の円滑な実施を阻害する

おそれがある。加えて，協定第１３条第４項（ａ）の規定

に反することとなる。 

  

５ 構成員の変更等，個別的事情を考慮した運用がなされなかっ

たことについて 

（１）苦情申立人の主張 
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ア 苦情申立人グループは，本事業に関して事業内容的・価

格的に落札者以上の提案を行っていた可能性は高いにもか

かわらず，苦情申立人グループに対して，期間猶予や構成

員変更の機会を認めず，入札の機会を与えなかった。こう

した関係調達機関による苦情申立人グループの競争参加資

格喪失は，裁量権行使の合理的な範囲を逸脱したものであ

り，参加資格要件の確保に関する制度の運用について，協

定第８条（ｂ）及び調達措置Ⅲ.２.４（２）並びに調達措

置Ⅲ.２.４（５）に違反する。 

イ 入札説明書が法規命令ではなく行政規則としての裁量基

準である以上，その内容が事案の特殊性を十分に斟酌した

ものとなっておらず，その硬直的・機械的適用が不合理な

結果をもたらす場合には，個別事情を考慮して，裁量基準

に従わないことが必要となる。したがって，本件固有の特

殊事情（とりわけ，ＮＴＴデータへの軽微な指名停止措置

が原因であり，苦情申立人は当該原因に関与していないこ

と，苦情申立人が単独で大きな競争力を持っており，単独

では参加資格を失っていないことなど）にかんがみれば，

形式的な本件入札説明書の規定に従って，競争参加資格を

喪失させるべきではない。 

ウ 指名停止措置要領第２条第３項では，共同企業体は，情

状を考慮した上で指名停止期間を定めるとされ，指名停止

となった構成員と必ずしも同じ措置にしないことを想定さ

れている。これは，運用面で不均衡を是正することを予定

したものというべきである。 

（２）関係調達機関の主張 

ア 本件調達とは別の手続として指名停止措置要領に従った
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手続を経て，７月６日にＮＴＴデータに対する指名停止措

置を行っており，関係調達機関が苦情申立人グループの競

争参加資格を喪失させるために，開札前において恣意的に

ＮＴＴデータに対して指名停止措置を行ったものでない｡ 

イ 関係調達機関が構成員の変更を認めた場合，事後的な手

続の変更となり，苦情申立人以外の入札参加への公平性を

著しく欠くものであるとともに，入札手続の円滑な実施を

阻害するおそれがある。また，このような運用は，協定第

１３条第４項（ａ）の規定にも反し，許されるものではな

い｡ 

ウ 指名停止措置要領第２条第３項は，指名停止措置に関す

る規定であり，入札手続における競争参加資格に関する規

定である協定第８条（ｂ）と関連はない。また同規定は，

共同企業体及び構成員がともに指名停止措置を受けること

を前提にそれぞれに対する指名停止期間を異ならせること

とすることを想定しており，当該構成員を含むコンソーシ

アムに競争参加資格を認めるか否かという問題と異なる。 

 

以上に取り上げた５つの争点のほかにも，苦情申立人は，①

関係調達機関からの資格喪失確認通知（平成２２年７月６日）

に，失格の理由について更なる説明を要請する資格がある旨が

明示されていないことについて，②関係調達機関に対し協議を

申し入れたものの，関係調達機関より苦情申立書提出日現在ま

で特段の回答がない状態であることについて，③公益的な影響

が重大であることについて，④別途行っている情報開示請求の

結果が出るまで本件申立てを却下しないことについて，⑤委員

会が関係調達機関に対して関連資料の提出を職権により求める
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ことについて，それぞれ主張し苦情を申し立てている。それら

に対しては，苦情処理手続を行うこととなった段階において，

意味をなさないもの，些細な事象であるもの又は直截的な主張

とはいえないものであるため，補足的に捉えるにとどめた。 

 

第４ 提出資料 

１ 苦情申立人 

   平成２２年７月１６日付け 政府調達苦情申立書 

平成２２年８月９日付け  意見書 

   平成２２年８月１７日付け  意見陳述会説明資料 

 

 ２ 関係調達機関 

   平成２２年７月２２日付け 苦情申立の却下申出書 

   平成２２年７月２６日付け 却下申出書の補足提出資料 

   平成２２年７月３０日付け 報告書 

   平成２２年７月３０日付け 迅速処理の申出書 

   平成２２年８月１３日付け 意見陳述書 

 

 ３ 参加者 

    平成２２年８月４日付け   苦情処理手続参加申立書 

 

第５ 委員会における検討 

委員会は，苦情申立人の平成２２年７月１６日付け本件申立

てについて，同月２７日受理し，同月３０日本件申立てを受理

した旨公示した。平成２２年８月４日，三菱ＵＦＪリース株式

会社が参加を希望した。 

平成２２年８月５日委員会を開催し，検討を開始した。 
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    委員会での検討経過 

     第１回  平成２２年８月５日 

     第２回  平成２２年８月１２日 

     第３回  平成２２年８月１７日 

          （苦情申立人及び関係調達機関が意見を陳述し

た。） 

     第４回  平成２２年８月３１日 

     第５回  平成２２年９月７日 

 

第６ 委員会の判断 

１ 協定及び調達措置の適用について 

   関係調達機関は，国土交通省の外局である気象庁であり，協

定付属書Ⅰ付表１に該当することから，協定の適用対象となる

機関である。また，本件調達は，１３万特別引出権（以下「Ｓ

ＤＲ」という。）を超える価格の調達契約に係るものであり，か

つ，協定第２３条に該当しないことは明らかであるから，協定

の適用対象となる。 

   次に，本件調達に係る入札手続は，調達措置Ⅰ.にある「１

０万ＳＤＲ又はコードの基準額のいずれかの低い方の金額以上

の電気通信機器及びサービス」に該当することから，調達措置

における苦情処理手続の適用対象となる。 

 

 ２ 本件申立ての適法性について 

「政府調達に関する苦情の処理手続」５.（１）によれば，「供

給者は，調達手続のいずれの段階であっても，政府調達協定等

のいずれかの規定に違反して調達が行われたと判断する場合に
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は，苦情の原因となった事実を知り又は合理的に知り得たとき

から１０日以内に，委員会に苦情を申し立てることができる」

とされている。 

この点，関係調達機関は，平成２２年７月６日より前に本件

入札説明書の規定及び個別の説明を通じて，苦情申立人が本件

申立ての要因を了知していたと主張する。一方，苦情申立人は，

本件申立ての要因となる事実を合理的に知り得たのは，早くと

も問題が顕在化した同年７月６日（又は同年７月８日）である

と主張する。 

苦情申立人が，正式に関係調達機関から入札参加資格の喪失

の通知を受けた日は平成２２年７月６日であるから，同年７月

１６日付けでなされた本件申立ては，適法である。 

 

 ３ 一者入札のまま落札を決定したことについて 

苦情申立人は，協定第７条第３項（ａ）は，事業に関心を有

し，軽微かつ合理的な対応により参加資格を維持できる者を排

除せずに入札を実施すべきという趣旨であるから，実質的に参

加の意思を表明している者が二者以上あった本件調達において，

一者入札のまま落札決定したことは，同規定に違反すると主張

する。 

この点，同規定は「公開入札の手続とは，関心を有するすべ

ての供給者が入札を行うことのできる手続をいう」としている

ものであり，その規定の文言から明らかなように定義規定にす

ぎず，本件のような場合に，同規定が入札参加資格を維持でき

る者を排除せずに入札を実施すること，又は構成員の変更，入

札書類の再提出，さらには再入札の手続等をとってそのような

者に参加の機会を与えることまでを要求しているものと解する
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ことはできない。 

したがって，苦情申立人の主張は採用できない。 

 

４ 複数者による入札を条件としなかったことについて 

苦情申立人は，競争性確保の必要性が高い本事業において，

二者以上の入札者の確保が落札条件とされていなかったことは，

協定第７条第３項（ａ）に違反するとともに，協定第１６条第

１項のいう「調達の効果を減殺するような措置」に当たり，同

規定に違反すると主張する。 

この点，３で述べたとおり，協定第７条第３項（ａ）は，「公

開入札の手続とは，関心を有するすべての供給者が入札を行う

ことのできる手続をいう」としているにすぎず，同規定が一者

入札の回避を条件とすることまでを要求していると解すること

はできない。 

また，協定第１６条第１項のいう「調達の効果を減殺するよ

うな措置」は，その後の注書きに「国内の開発の奨励又は国際

収支の改善のために利用する措置をいう」と記載されているよ

うに，苦情申立人の主張を根拠づける規定とはいえない。 

したがって，苦情申立人の主張は採用できない。 

 

５ 構成員の指名停止による応募グループの入札参加資格喪失に

ついて 

苦情申立人は，第二次審査資料提出から開札までの間に一部

の構成員の指名停止により応募グループ全体の参加資格を喪失

させる本件入札説明書の規定は，入札参加資格を必要以上に限

定しており，協定第８条（ｂ）及び調達措置Ⅲ.２.４（２）並

びに調達措置Ⅲ.２.４（５）に違反すると主張する。 
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この点につき，協定第８条（ｂ）及び調達措置Ⅲ.２.４（２）

は，「入札の手続への参加のためのいかなる条件も，供給者が当該

入札に係る契約を履行する能力を有していることを確保するため

に不可欠なものに限定」するとし，また調達措置Ⅲ.２.４（５）

は，「如何なるときも供給者が資格を得られる機会を与える」と

している。 

これに対し，本件入札説明書４.（２）③の規定は，全ての入

札参加者に適用され，契約履行能力にかかわらず，いかなると

きも，構成員に反社会的行為を行った者がいるグループについ

ては，グループとして入札に参加している以上，全体として資

格を失わせる必要性があるとの観点から設けられた規定と解す

ることができる。そもそも，入札手続の透明性及び公正性並び

に国民の信頼を確保する観点から，入札手続にかかわって社会

的不正を行った者及び当該者を含むグループに対してどのよう

な措置を取るかは，各国政府や調達機関の政策的判断にゆだね

られている問題であり，それゆえ，当該措置が，参加者から恣

意的にその資格をはく奪するようものでない限りは，これらの

者を不当に差別するものとはいえない。よって，構成員の指名

停止を理由としてその参加するグループ全体の資格を喪失させ

た関係調達機関の措置は，協定第８条（ｂ）及び調達措置Ⅲ.２.

４（２）並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）の規定に反するもので

はない。 

したがって，苦情申立人の主張は採用できない。 

 

 ６ 構成員の変更を原則認めないという本件入札説明書の参加資

格要件について 

苦情申立人は，第二次審査資料提出から開札までの間に構成
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員の変更等を認めないという本件入札説明書の参加資格要件は，

参加資格を必要以上に限定するものであり，協定第８条（ｂ）

及び調達措置Ⅲ.２.４（２）並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）に

違反すると主張する。 

この点につき，本件入札説明書４.（１）④の規定は，会計法

（昭和２２年３月３１日法律第３５号）の規定1に基づき，入札

手続の迅速かつ公正な実施という観点から，一度入札手続が開

始された以降は，事情の如何を問わず，提案内容の事後的な修

正及び変更に当たる構成員の変更は原則として認められないも

のの，応札の機会をより幅広く保障し，国民経済上より望まし

い落札結果を確保するため，関係調達機関の判断により，第二

次審査資料提出日までは構成員の変更を認める余地を設けるこ

とが適当であるとの観点から設けられた規定と解することがで

きる。本件入札説明書の上記規定は，特定の者を不当に差別す

る趣旨に基づくものとはいえず，協定第８条（ｂ）及び調達措

置Ⅲ.２.４（２）並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）の規定に反す

るものではない。 

したがって，苦情申立人の主張は採用できない。 

 

７ 構成員の変更等，個別的事情を考慮した運用がなされなかっ

たことについて 

苦情申立人は，個別的事情の考慮なしに期間の猶予や構成員

変更等の機会を認めず，苦情申立人グループの競争参加資格を

喪失させた運用は，関係調達機関の裁量権行使の合理的範囲を

逸脱しており，協定第８条（ｂ）及び調達措置Ⅲ.２.４（２）

                      
1
  会計法第２９条の５第２項「入札者は，その提出した入札書の引換え，変更又は取消しをす

ることができない。」 
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並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）に違反すると主張する。 

一方，関係調達機関は，ＮＴＴデータに対する指名停止措置，

同社を構成員とする苦情申立人グループの参加資格の喪失につ

いては，それぞれ別の手続として，各々の規定に従ったものと

主張する。 

この点，本件入札説明書の規定は，５及び６で述べたとおり，

協定等の規定に反するものではない。また，かかる規定に沿っ

てグループの入札参加資格を喪失させたことについては，関係

調達機関が主張するように，他の政府調達の事例においても通

例のこととして認識されてきたことであり，会計法や予決令以

下の関係法令及び本件入札説明書の解釈及び運用としても，特

段不合理なものとは認められない。よって，本件において，苦

情申立人が主張する様々な事情を考慮しないで，苦情申立人を

含むグループの競争参加資格を喪失させ，構成員の変更等も認

めなかった関係調達機関の措置は，協定第８条（ｂ）及び調達

措置Ⅲ.２.４（２）並びに調達措置Ⅲ.２.４（５）の規定に反

するものではない。 

したがって，苦情申立人の主張は採用できない。 

 

８ 結論 

以上の次第であるから，本件入札手続が協定及び調達措置に

違反するとの苦情申立人の主張を認めることはできず，また，

その他の苦情申立人の主張については，協定及び調達措置と直

接関係のないものであって採用できない。 



平成２２年９月７日 
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